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I 国際的脱税・租税回避への対処措置
国際的脱税・租税回避は，先進国にとって大きな関心となっている。その
理由は，国際的脱税・租税回避によって国の歳入が大幅に減少しているとい
うことであり，また，脱税・租税回避を行っている者に比較して，そのよう
な行為を行っていない納税者に税負担が片寄っているということも，先進国
が関心を持つ理由である。そこで，先進国・途上国の政府は国際的脱税・租
税回避の対処措置に多くの時間と資源を投入するということになるのであ
る。以下では，そのような対処措置のうち，途上国の移転価格措置について
検討することにする。
1意義
移転価格とは，親会社と子会社，兄弟会社間での取引のように，一定の支
配従属関係にある当事者の間で行われる取引での価格をいう。この場合，価
格を上下することで取引当事者間での所得の配分状態が変化することから，
本来有すべき所得を取引の相手方当事者に経済的に移転することが可能とな
る。そこで，本来有すべき所得であれば負担したであろう税負担と，価格を
上下すること（価格操作）を通じて配分状態が変化した後で負担する税負担
とを比較すると，例えば，高い税率の適用を受ける国においてはより少ない
所得を，低い税率の適用で済む国においてはより多くの所得を有することと
認(648) 第 38巻第 5 号
したとしても，全世界での税負担を考えると，配分状態を人為的に変化させ
た方が納税者に有利であると一般的に考え褐る。ここで，価格を上下させて
いると判断する際の基準は，一般に，当事者がそのような支配従属関係にな
ければいくばくの価格で取引していたか，であると考えられている。そのよ
うな基準を， arm'slength基準（独立当事者間取引基準）という。つまり，
当事者が価格を操作することが可能であるのは，価格が市楊に従っているか
らではなく，取引当事者が市場とは離れた価格を受け入れているからであ
り，そのような価格を受け入れる動機として所褐の配分状態を人為的に変化
させることで税負担を極少化させることが可能であると考えているからであ
る，と観察するのである。
しかし，ある取引価格が独立当事者間取引価格に即しているか否かは，一
意に特定できるわけではなく，むしろある一定の幅を持った概念として独立
当事者間取引価格を理解する必要があろう。報告督は．移転価格の濫用の例
として， ドイツに製造会社を，香港に販売子会社を有する多国籍企業を挙げ
ている56)。報告書によれば，香港の法人税は比較的軽く， ドイツでは逆に高
い。そこで，利益の大半が香港子会社に配分されるように価格を設定する誘
因をこの多国籍企業は有しているということになろう。ドイツ子会社が製造
し香港販売子会社が第三者に販売した商品の移転価格が， ドイツ製造子会社
の製造原価と同じかそれより若干高いだけの価格であったとすれば，利益の
大半は香港において生じるということになる。この価格が一定の独立当事者
間価格の幅に収まっていなければ移転価格の濫用と考えられる。
2 移転価格が途上国に対して与える影響
移転価格が課税問題として議論される際には，その議論の多くは先進国の
税収確保或いは先進国相互間の問題として議論されることが多い。しかし．
多国籍企業が先進国だけでなく，途上国にも進出している限り，移転価格の
課税問題は途上国に対しても大きな影響を与えている。移転価格が先進国・
56) S叫,ranote 6, at 68. 
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途上国に対して与える影響には次のようなものがあるといわれている。ま
ず，世界の貿易のかなりの部分が企業内貿易であるため，多国籍企業は移転
価格濫用の機会を多く有している。 1977年には，全親会社の輸出のおよそ3
分の 1が企業内の売上で，その比率は，米国系企業の45%，欧州系企業の30
劾日系企業の17彩などである57)。また，途上国についていえば，例えば，
プラジルでは， 197琺Fの米国系子会社の輸入50%，輸出の73％が企業内取引
であるといわれており，また，メキシコでは，米国系子会社の輸入の58彩，
輸出の82％が企業内取引であるといわれている。
このような点からすると，移転価格の濫用は先進国・途上国の双方にとっ
て重大な問題であるということがいえる。多国籍企業は移転価格操作の機会
を利用しようとする傾向が存するために，移転価格の濫用がある特定の国に
おいて問題となる範囲は当該国において行われる企業内取引の程度，移転価
格の濫用への誘因の強さ，そのような濫用が課税庁から攻撃されるリスクの
程度に依存している，ということがいえる。結局，先進国での移転価格の問
題の程度よりも，途上国でのそれの方が重大であると考えられる。それは，
企業内取引量は全世界的に高く，移転価格操作の誘因も途上国における方が
大きく， リスクも途上国における方が小いことからいえる。
3 移転価格濫用の誘因
多国籍企業は，さまざまな理由によって移転価格を濫用しようとする。そ
の第一の理由は課税である。 A国における法人税負担がB国におけるそれよ
りも高いとすれば，他の条件が等しければ，両国で企業活動を行う企業であ
れば，税引後所得を増加させるために所得をA国からB国に移転させようと
する。多国籍企業にとっては，このような二国間の税負担に相違があれば，
移転価格の操作は極めて魅力あるものとなるのである。移転価格濫用の誘因
は，このような税率の相違以外にもいくつか存する。移転価格の操作により
所得を移転することで，多国籍企業にとっては，例えば，為替管瑶の厳格な
57) Td. 
以(650) 第 38 巻第 5 号
国からそれが緩やかな国に賓金を移転することが可能であるし，為替竹理自
体も汽金の直接的な送金よりも財やサーピスの購入対価の支払いのために送
金する場合の方が緩やかであるのが一般である。また，経済的・政治的情勢
が不安定な国から安定した国に汽金を移転した方がカントリー・リスクは少
なく済む。
移転価格に影響を及ぼす多国籍企業が対途J:ri!'1投汽を行う際の投汽構造に
は一定の傾向が存するといわれている。それは，対途」：l屯投汽に際しては途
上国の関連会社の汽本構造について，投預を行う多国籍企業が全割を持分究
本で投賓する（全額出汽子会社）のではなく，一部は持分汽本，その他は長
期貸付金，技術ライセンス，マネージメント・サーピスなどを組み合わせて
投資を行うということである。全額を持分投究で行わずにその他の形態の投
資を選択することによって，途J:国の子会社から利益を，経営管理料やロイ
ヤリティ，商品輸出入に対する対価の支払いなどの価格決定を操作すること
で，親会社である先進国の企業に引き出すことが可能になる。現地の汽本参
加が行われている場合には利益移転は 100彩に達することもあるが， 配当の
支払いによって引き出される利益は，多国籍企業と地元出汽者との間で分割
される。そこで，途上国で企業活動を行う多国籍企業が利益頂視の企業であ
れば，現地賓本参加が実質的な場合には，移転価格を操作することで現地出
資者との間で利益を分割する前に移転価格を通じて利益を本国に引き出そう
とするということが考えられる。
4 途上国での移転価格操作対処の影響
途上国での移転価格への規制方法の検討に際しては，そのような規制をと
ることのメリットとデメリットを比較衡蘊する必要がある。外国からの投賓
を阻害することなく移転価格を有効に規制するには，貧困な途上国にと・:って
は二つの措置をとる必要がある。まず，新たに移転価格規制ルールを導入す
る際に，途上国は，多国籍企業の正当な権益を保護する必要がある。これ
は，途上国が，多くの企業内取引について妥当な移転価格を決定することが
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極めて困難で，訓練を受けた課税庁や関係者であっても意見の相違を生じる
極めて裁量的な問題である，ということをよく認識する必要がある，という
ことを意味する。また，規制自体を理解しやすく，その適用も多国籍企業の
主張する金額と課税庁の主張する金額の乖離が実質的である場合に限り，ニ
重課税の回避のための有効な手続が定められる必要もある。第二に，移転価
格税制が有する投資阻害的効果に対応するために，途上国は，財政的手段以
外の手段によって対応策を講じる必要があり，それは移転価格税制の導入と
同時に行われなければならない。例えば，為替管理の緩和と移転価格税制の
導入を組み合わせることや，資本財導入に対する規制緩和と同時に制度が導
入されるとすれば，全体としては民間部門の発展に有利に作用すると考えら
れる。
5 移転価格濫用への対処のための政府メカニズム
a 直接的メカニズムー価格決定
移転価格の濫用に対処するには価格自体を問題とすることで直接対応する
ことが可能である。しかし，現実には，価格算定には大きな困難が伴う事例
が多かったために，国連は1970年代に先進国・途上国間の租税条約に関する
専門家グループにおいて，途上国が移転価格を算定する際に用いるべきガイ
ドラインを形成してきたのである。そこでのガイドラインは OECDが設定
したガイドラインに類似し，それら両者は米国やドイツでの手続きに大きく
影響されていたのである。対先進国ガイドラインと対途上国ガイドラインの
間に実質的相違が存在しないということは，移転価格の算定について理論面
での見解の対立は殆ど存在しないということを意味する。米国をはじめ，移
転価格規制を税制上行なっている国では，価格操作の判断基準としてアーム
ズ・レングス基準 (arm'slength standard)を採用している。当該基準の
もとでは，問題とされるぺきは，かりに相互に支配従属関係にない独立した
当事者の間であれば類似の状況のもとでどのような行為をしたであろうかと
いうことである（具体的には，いくばくの価格で取引したか）。換言すれば，
36(652) 第 38 巻第 5 号
アームズ・レングス基準のもとでは，市場の趨勢に従った取01fdli格を判断す
ることが焦点である。このようなアームズ・レングス基準の具体的適用につ
いては，公表されたガイドラインについてさえ必ずしもうまく機能し1がない
と考えられている。報告性は，その問題点を理解するには，まず，現火の経
済社会においてではなくより完全な環境においてガイドラインがどのように
作用するかを検討すぺきである，と述ぺている58)。
(i) 移転価格決定のガイドライン
移転価格に関するガイドラインは，取引ごとに基準を設定することが通例
で，有形資産，人的役務，特許権その他の無形狡産等の類型に従っている。
OECDと国連のガイドラインはいずれもそのような取引ごとの基準という
点では同じアプローチをとっているが， O連のガイドラインは途上因による
適用を念頭においているという点で特徴がある。
まず，有形資産の譲渡については，国述ガイドラインは，価格算定方法に
多様性を認めつつも， CUP法， RP法， CP法の三つの方法が広く支持さ
れるとしている。その各々の方法について，報告吾は次のようにコメントし
ている。まず， CUP法については， 独立当事者間で行なわれた比較可能な
有形資産の収引での価格との比較を行なう際に，輸送費，商品の仕様の微妙
な相違，付帯サービスの有無，取引量の相違等の要素を反映させるために渦
整が必要であり，また，市場での価格変動を考えると比較すべき価格はでき
るだけ比較対象取引と接近した取引での価格であることが必要である。
次に， RP法においては，関連当事者から独立の第三者に再販売された時
点での再販売価格から再販売者の妥当なマーク・アップを挫除することで再
販売者の仕入価格（つまり，元の取引価格）が算定されるが，問題は，妥当
なマーク・アップを算定するためには，再販売を行なった関連当事者がどの
ような機能を遂行していたかを分析しなければならないという点である。再
販売者が単に商品等を再譲渡したに過ぎない場合においては，マーク・アッ
プは僅かなものであるべきであろうし，逆に，再販売者が，広告宣伝，マー
58) Id. at 72. 
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ケティング，ディストリビューティング等を責任をもって行なっているので
あれば，上の例に比べて大幅なマーク・アップを認めることが妥当であると
いうことになる。また，再販売者が当該商品について特定の市場における独
占的販売権を認められているのか否かもマーク・アップに影響を与える要
素である。
CP法は，売主の原価を確定し，それに妥当なマーク・アップを加算する
という価格算定方法である。マーク・アップの確定に際しては RP法と類
似の調整が加えられる。
これらの三つの算定方法については． CUPによって算定された価格が現
実の市場価格に最も近似していると考えられている。そこで． CUP法は他
の二法に比較してより好ましい算定方法であると考えられる。他の二法につ
いては． RP 法は，関連当事者間での取引価格と再販売者のマーク•アップ
の二つの数値に支えられているが，前者は市場での一応の取引価格として具
体的価格が認定し得るが，後者のマーク・アップは，再販売者の機能を分析
し，いわばそれら機能の価値がいくばくかということを課税庁が認定する必
要があり，その意味で， 主観的要素が混入し易い状況にある。その点は，
CP法も同じである。しかし． CP法においては取引価格もマーク・アップ
も双方共に評価の問題であるから， RP法と CP法では PR法の方が恣意
に流れる要素が少ないという意味では CP法よりも好ましい方法であると・・
考えられる。また，取引が国境を跨いで行なわれる場合には，証拠資料（特
に，原価情報）の収集という点では， CP法においては相手国国内の原価情
報を取得する必要があるのに比して RP法においては自国国内の再販売者
の機能を分析するにとどまるから CP法におけるよりも RP法の方が資料
収集が容易であるといえよう59)。
次に，人的役務について。関連当事者間で提供された人的役務の移転価格
について国連ガイドラインが強調している点は、取引の対象となった人的役
務自体誰がその対価を負担すべき役務かを判断するために人的役務の性質を
59) Id. at 78. 
38(654) 第 38巻第 5 号
まず分析しなければならないという点である。例えば，ある役務がその役務
を受けた者の具体的便益のためになされた場合には，当該役務に生じる対価
はその役務を受けた者が控除し得ぺきであると考えられているが，例えば，
親会社が子会社に対して役務を提供し親会社もまた子会社の株主としてその
役務の便益を享受している場合のように，役務を受けた者の便益のために行
なわれているのでなければ，そのような対価は役務を受けた者が控除すべき
ではない。
役務がそれを受けた者に便益を与える類型の役務であるとした場合，ホス
ト国での課税庁は，役務の対価が，役務を受けた者から利益を引き出すため
の手段として請求されているのか否かを判断しなければならない。また，役
務を受ける者が，一方では役務自体に対価を請求され，他方収引された商品
の価格にもその役務の価格が上乗せされているといったように，二重に役務
の対価を請求されていないかも判断されなければならない。そのような点が
確定した後に，役務の対価として妥当な対価はいくばくかが判断されること
になる。ここでも，有形資産の場合と同じように，市場での当該役務の取引
価格 (arm'slength charge)を算定する。しかし，多くの楊合役務の提供
は市場価格を見いだすことが困難で，そのような場合，役務に起因する費用
のような直接費と経営管理費や金融コスト，広告宣伝費，一般管理費のよう
な間接費を含めた，役務提供の全コストを算定することが必要である。その
後，当該役務について請求されるぺき対価が当該コストに限られるのか，利
益を加算した額であるのかが判断されることになる。当該役務が役務を提供
する企業の事業に不可分のものであれば利益を加算することが妥当である
が．主たる事業に付随するに過ぎない場合にはそうではない60)。
特許権その他の無形資産について。国連ガイドラインでは，特許権その他
の無形資産の企業内取引について代償が支払われるぺき方法には二つの方法
が存すると考えている。第一の方法は，特許権その他の無形資産の利用権が
一括払いと，売上，生産高その他類似の要素を基準にしたロイヤリティの併
60) Id. at 74. 
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用かいずれか一方の形で支払われる，というものである。第二の方法は，多
国籍企業が多用する方法であるが，「コスト・シェアリング(cost-sharing)」
契約と呼ばれる方法で，研究開発費が全世界の関連企業間で分担して負担さ
れる方法である。第一の方法を用いた場合について，国連ガイドラインは，
ライセンシーが対価の支払を費用控除するに先立ち，課税庁は，ライセンシ
ーが現実の便益を享受しているか否かを判断する必要がある，という。この
点を判断する際には，ライセンス契約書その他関連文書を審査しなければな
らない。しかし，文書の形式的内容よりもライセンス契約の実質が何である
のかを判断することが重要である点は，国連ガイドラインも認めている。
ライセンス契約がライセンシーに便益を与えているということを前提とす
れば，次に，ライセンサーが享受する当該便益の対価を算定する。上述の有
形資産や人的役務の場合と同様，ここでの対価は，特許権その他の無形資産
のアームズ・レングス価格である。しかし，有形資産や人的役務の場合と決
定的に異なるのは，特許権その他の無体財産の場合には，第三者の利用を法
的に制限し，権利や資産の存在自体が代替性のないところに価値を見いだし
たものであるため，そもそも比較可能な独立当事者間取引が存在しない場合
が多い，ということである。この点は国連ガイドラインも認めており，比較
可能な取引が存在しない場合には，趨勢となっているロイヤリティ料率や当
該無形資産の性質，当該ライセンスの予想利益は，ライセスサー側でのコス
ト等の関連する要素を検討しなければならない。国連ガイドラインは，予想
利益の要素は，現実の契約実務においてしばしば考慮に入れられる要素であ
る，と述ぺている。一方，ライセンサー側でのコストの要素は対価の算定に
ついて信頼に足る要素ではないと考えているのである。
コスト・シェアリング法が用いられた場合には，まず，研究開発が地域企
業の便益のために行なわれたものであるのかどうかを見極めることが第一段
階である。これは，コスト・シェアリング契約の形式的条件と現実の研究開
発の実質の双方を検討することによって判断される。次に問題とされるぺき
は，分担されるべき費用の金額である。国連ガイドラインでは，直接費と間
幻(656) 第 38巻第 5 号
接費の双方がコスト・シェアリング契約に算入されるべきことが妥当である
と考えている。それと関連する問題に，コスト・シェアリング契約に利益マ
ーク・アップが含まれるぺきか否かという問題がある。旧連ガイドライン
は，マーク・アップが含まれるぺき場合もあればそうではない楊合もあると
し，研究開発活動が特に行なわれた場合には利益の要索が含まれるぺきであ
ると考えている。第三の問題は，コスト・シェアリングの分配比率が研究朋
発の負担を公正に分配するものかどうかという問題である。国連ガイドライ
ンは，これが大きな問題であることは認めつつも，予想利益や光上比率に比；
じた費用の分配が妥当な分配基準であるとしている61)0 
b 移転価格に関するガイドラインの限界
移転価格の審査の基準が市場を基準としたものであることについては，多
国籍企業にも課税当局にも意見の相違は存在しない。従って，アームズ・レ
ングス・アプローチは移転価格の濫用に対処するための好ましい方法である
ということになる。アームズ・レングス・アプローチにおいては，市場にお
いてもしばしば取引の目的とされるものが企業内で取引される楊合には，実
行可能なアプローチである。しかし，企業内取引が垂直的統合企業間で行な
われた場合には，確立した市場が存在しない楊合もあり，特に一次産品が取
引の対象とされている場合には， CUP法や CP法は，定式配賦のような
一定の公式に従って利益を分割する方法や輸出価格を利用する場合ほど正確
に価格決定が可能であるというわけではない。
アームズ・レングス・アプローチは，中間財や資本財の企業内取引につい
ての価格算定に利用される場合もある。しかし，その場合には， しばしば，
比較可能な取引が市場に存在しないために，その適用がより困難となる場合
がある。比較可能な取引が存在しなければ，アームズ・レングス価格の算定
は恣意的な過程となり，財の再販売者の遂行する機能の価値や売主のコスト
とマーク・アップを評価する作業が必要となる。しかし，そのような評価は
評価を行なう者によって大きく結果が異なることがあり，結局，そのような
61) Id. at 75. 
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過程を経て算定された価格に対する信頼性が低下することになろう。また，
評価の過程を事前にカクログ化することも困難で時間を浪費する作業でもあ
る。アームズ・レングス基準の執行についての経験の豊富な米国内国歳入庁
でさえ，そのような作業には必ずしも成功しているとはいい難い。
結局，アームズ・レングス・アプローチは，有形資産の企業内取引に関す
る移転価格の規制のためのより好ましい方法として観察されるべきであろ
う。比較可能な市場取引が存在すれば，ァームズ・レングス•アプローチに
よっても混乱の少ない移転価格の算定が可能であろうが，比較可能な市場取
引が存在しないような取引であれば， 課税庁は， RP法や CP法を利用し
て価格を算定しようとするであろう。問題は，アームズ・レングス・アブロ
ーチを利用しても価格算定が困難になるような状況が存在するということで
ある。それがどのような状況においてであるかは具体的事情に依存するが，
その要素としては行政官の能力や，行政官が利用可能な情報の質•量等があ
る。
一方，人的役務や無形資産については，ァームズ・レングス・アブローチ
は妥当性を欠いている。何故なら，人的役務や無形資産はその大半がそもそ
も代替性を欠き固有の内容を有するが故に価値を有するものであるからであ
って，比較可能な人的役務や無形資産が存在することはむしろ希であるから
である。従って，このような取引においては，市場で比較可能な取引を見い
だすことで価格算定が行なわれるというよりも，当事者の遂行した機能や，
役務•無形資産の性質等を検討することが必要になる。この作業は極めて困
難であるため，課税庁は別の方法で価格を算定しようとするであろう。それ
は，米国の各州がアームズ・レングス基準ではなく定式配賦によって州内と
州外の所得の配分を行なおうとしてきたということからも理解される。ま
た，人的役務や無形資産の価格算定についてアームズ・レングス・アブロー
チをとったばあいには，取引の分析について必要とされる情報は膨大な量に
達し，しかも，そのような情報は当該多国籍企業自体からしか入手し得ない
のである。
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価格算定過程の困難さと結果の恣意性は，人的役務や無形毀産の移転価格
紛争について，価格算定をアームズ・レングス基準の適用から，課税庁と多
国籍企業との交渉によるものへと変化させてしまっている。しかし，必要な
情報は多国籍企業の側にあり，継続的当事者としての交渉技術の向上を別と
して，課税庁は交渉上不利な立場に立たされているのである。
結局，多くの場合，ァームズ・レングス・アプローチは，人的役務や無形
資産を含んだ取引については適切なものではないと考えられる。比較可能な
市場価格が存在したり，課税庁が充分に訓練を受け必要な情報を入手してい
たり，かなり頻繁に生じるであろうと予想される交渉において合理的な結果
に到達するのに充分な交渉力や交渉技術を課税庁が有しているといったまれ
な場合においては， アームズ・レングス・アプローチは妥当な方法であろ
う。しかし，大部分の事例においては，アームズ・レングス価格の算定の困
難さや多国籍企業と比ぺた場合の交渉力などは，何故課税庁が人的役務や無
形資産の移転価格濫用に対処するためにアームズ・レングス・アプロ＿チに
依存しないかの根拠を示している。少なくとも，比較可能な市場取引が利用
できない場合には，課税庁は，アームズ・レングス・アプローチだけに依存
するのではなく，その他の方法も利用すぺきなのである62)。
c 移転価格に関するガイドラインの実施
上述の諸点からすれば，ァ＿ムズ・レングス・アプロ＿チは有形狡産の譲
渡については効果的な方法であると思われる。
移転価格の濫用に対処するためにアームズ・レングス・アプローチを利用
する際には，多国籍企業の正当な権益に対して充分な関心が払われる必要が
あるが，その際に必要と考えられるのは次の諸点である。
(a) 企業内での商品の取引を監視する広範なシステム
(b) 移転価格の濫用が含まれそうな取引に焦点をあてる比較的単純化さ
れた税務調査手続
(c) 税務調査の対象となっている取引によって影響を受ける他方国での
62) Id. at 78. 
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減額調整に反映させるための，一方国での増額調整を認める対応的調
整手続
(i) 企業内で行なわれる商品の取引の監視
世界市場において行なわれる商品の取引を監視するシステムは移転価格の
濫用に対する有効な対処措置である。多国籍企業が，移転価格審査の可能性
がかなり存するということを知っていれば，．そのような多国籍企業は，価格
設定に際して市場を参照することでより誠実に価格を決定しようとするであ
ろう。監視システムをより有効なシステムとするには，世界市場に関する最
新の情報を把握しておくことが必要である。そのため，多くの途上国は，企
業間の輸出入価格と，さまざまな情報源から獲得された「参考価格」とを比
較するために民間組織と情報提供に関する契約を締結している。さらにま
た，政府自身が特定の企業や経済部門について一般的にあるいはアド・ホッ
クに価格を監視しているのである。しかし，監視システムには限界が存する。
まず，企業間取引の価格監視を有効なものとするには，市場価格が確立され
たものであることが必要であるが，単純な監視システムにおいては確立した
市場価格が存在しない商品の取引については，価格はチェックし得ない。第
ニに，市場価格が現実に存在している場合においても，すべての企業内取引
を監視することは正当な事業活動にとって不可能であるか，不当なほどに負
担が大きい。それ故，そのような目的に対処するよう工夫された監視システ
ムにはその範囲という点で大きなギャップが存在することになろう 63)。
(i) 企業内での商品の取引の税務調査
企業内取引監視システムは，比較のための市場価格が存する場合において
のみ有効であるが，市場価格のない取引のように定常的には監視されない取
引を審査するための税務調査手続は監視システムを補完する。税務調査手続
は，一般に， RP法， CP法その他の妥当な方法を用いて取引をチェックす
ることが可能であるようにその構造が決定されるべきである。
必要な情報へのアクセス。理想論としては，課税庁は，次の五つの情報源
63) Id. at 79. 
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から企業内取引に関する情報を獲得できると解されるぺきである。第一に．
情報源としてしばしば見落とされる梢親源に課税庁の属する政府そのものが
ある。大部分の国においては，取引に関する多国籍企業の情報を複数の政府
機関が収集している。例えば，税関は，多国籍企業等の企業が翰入する商品
の税関申告価格に関する情報を有している。また，中央銀行は．為替竹理を
目的として外国為替収支に関する情報を有している。それ故，課税庁は， 自
国政府内ですでに利用可能な情報を最適に利用することができるようにする
必要がある。
第二の情報源は，多国籍企業が所在する本国（多くの場合，先進国）であ
る。先進国の洗練された情報収集・税務調査の技術を利用することで，先進
国は，本国内と国外での多国籍企業の活動について特に頂要な情報源である
ということがいえる。この情報源についての主な問題点は，情報交換規定を
定める二国間租税条約が本国における「租税機密J保護立法にどのように対
処するかという点である。本国と進出先国の間で非公式に情報交換されてい
る例は存するが，多くの場合，特定の納税者に関する情報は二国間租税条約
に定める情報交換規定のもとにおいてのみ利用することができるにとどま
る。先進国の情報にアクセスすることが途上国の対先進国租税条約締結の主
たる理由の一つであるともいえるのである。途上国と先進国の間での政府間
における情報交換は現在行われている以上に有益なものとすることが可能で
ある。そのため，専門家委員会はこの政府間情報交換に強い関心を抱いてい
た。専門家委員会は第六報告において，相互的情報交換について広範なガイ
ドラインを設定していたのである。
第三に，国際機関や地域の機関と租税条約のネット・ワークも情報源とし
て利用し得る。世界銀行や国際連合多国籍企業センターの世界市場価格情報
の収集に関する作業が特に有益である。かかる機関は，例えばタックス・ヘ
イプンの利用に対処するための二国間租税条約に定める情報交換規定の活用
等のような国際租税行政の諸問題を議論するフォーラムとしても機能し得
る。しかし，情報交換に関する多国間租税条約の締結には充分な配慮が払わ
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れるぺきである。多国間条約の締結に障害がなければ，そのような条約は，
移転価格の濫用を含むあらゆる種類の租税回避・脱税に対処するための有効
な機構となろう。二国間租税条約だけでは多国籍企業の脱税・租税回避に充
分対処することができないことはよく理解されており，多国間条約の締結は
精神的にも大きな影響がある。そのため，情報交換に関する多国間条約の締
結には大きな期待が寄せられているのである。
第四の情報源としては，特に多国籍企業において公表された情報である。
財務諸表に記載される情報は公開会社の本国において当該会社が公表する。
また，進出先国においても公表されることもある。また， WhoOwns Whom 
のように，関連企業を掲げる刊行物が出版される場合もある。
最後に，課税庁は，多国籍企業自体から地域や国外での情報を入手するこ
とも可能である。再販売価格や再販売者の活動の性質，売主の原価，国外の
その他の子会社や独立の買主に対する比較可能な取引における価格，調査の
対象となっている取引の価格算定に関する企業側の説明等は当該企業自体か
ら入手することができる。企業自体から情報を入手することの主たる問題点
は，多国籍企業が自社の海外活動について課税庁，特に途上国の課税庁に対
して開示をためらうという現実である。
これらのことからもわかるように，現在では，国際規範は，より多くの情
報を開示させようという方向に向かっていると思われる。情報をより利用す
ることができるのであれば，多国籍企業は，途上国の課税庁に対してかかる
情報を提供することに躊躇する必要はあまりないと考えられるい。
税務職員の専門的訓練。税務調査を効果的に遂行するには訓練を受けた職
員が必要であることはいうまでもない。途上国においては，現実には，訓練
を受けた職員が不足しているため，訓練を受けた職員を有効に活用すること
が二重の意味で重要である。職員をより有効に活用する一つの方法は，共同
税務調査である。近年，米国その他の若干の国においては，両国における企
業活動について共同して税務調査を行うプログラムを公表した。共同税務顧
64) Id. at 81. 
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査が行われるようになれば，課税庁と調査を受ける企業の双方にとって同じ
作業を繰り返す必要がなくなる。また，本国と進出先国は，一定の共通した
税務調査手続を導入する必要があるが，お互いの国が補佐しあうことによっ
て，同じ便益を享受することが可能である。もっとも，租税機密保護に関す
る立法が存在する場合には，そのような共同税務調査は，租税情報に関する
二国間の租税条約上の措置が講じられてはじめて可能になる。この点は，途
上国にとっては，先進国との条約締結を網羅的に行うのではなく個別に行う
理由の一つと考えられるのである65)。
(iii) 対応的調整手続
多国籍企業の本国と進出先国が共同して移転価格の税務調査を行えば，税
務調査後の対応的調整の必要性は減少する。何故なら，そのような調整は税
務調査の過程で行われることが期待されるからである。一方，移転価格の税
務調査が進出先国だけで行われた場合には，多国籍企業の，二重課税を回避
するという正当な利害は，進出先国での増額調整と本国での妥当な調整とが
対応した場合においてはじめて，保護される。対応的調整手続がなければ，
二重課税の危険によって，多国籍企業には，移転価格の濫用に対処するいか
なる努力に対しても頑強に対抗することの格好の理由を与えることとなろ
う。対応的調整が存在すれば，課税庁は，多国籍企業に対して，移転価格の
過程には不正確な点が存することも認識しており，企業側の当初の移転価格
が課税庁の算定した価格と異なっているということのみを理由に処罰しよう
としているわけではなく，所得の分配がアームズ・レングス・アプローチに
従ったものであるようにしようとしているのである，と主張するに等しい。
それ故，多国籍企業の正当な利害を保護するということからすれば，多国籍
企業は移転価格の監視や税務調査により積極的に対応しようとするであろ
う。
対応的調整に関する支配的な見解によれば，対応的調整手続は二国間租税
条約において根拠を定め，その内容も規定されるべきである。一般に，条約
65) Id. at 82. 
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規定は，一方締約国がアームズ・レングス・アプローチにおいて算定された
所得を反映するために調整を行った場合に他方締約国において対応的調整が
行われることを予定している。一般に，対応的調整は自動的に要求されるも
のではないが，第一次的調整がアームズ・レングス基準に合致したものであ
る場合にのみ行われるべきものである。換言すれば，二国間租税条約に規定
される対応的調整手続は，関連企業の所得がアームズ・レングス・アプロー
チにおいてであれば達していたであろう所得の水準を超える水準まで増額さ
れた場合の二重課税を排除しようとするものではない。他方締約国は，当該
他方締約国が一方締約国における調整を理論的にも金額的にも正当化し得る
と考えた場合に初めて， 関連企業の所得に調整を行う責任を有するのであ
る。それ故，対応的調整手続における所得決定の対立を回避するために，両
締約国の課税庁は調整手続の一部として協議することが必要であるのが通例
である。第一次的調整がアームズ・レングス基準以外の基準によって行われ
る可能性がかなりあるとすれば，対応的調整メカニズムはそのようなアーム
ズ・レングス基準以外の基準によって行われた調整をもその対象とするよう
拡大されるぺきであることが要求される。
二国間租税条約において定められるべき対応的調整その他の関連規定は，
専門家委員会の第六回委員会において広く検討された。その第六報告におい
ては，当該委員会は，対応的調整と相互協議手続に関する詳細なガイドライ
ンを設定した。そこで，第六報告は，そのような手続を行う課税庁にとって
必須の文献となっているのである66)。 （続）
66) Id. at 83. 
